
【共通】 直近の決算日： 令和 5 年 3 月 31 日
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賞与月数
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　各年代別プロパー数(名)

民間
非正規雇用

うち県OB

定款等に定める事業

１．一般乗合旅客自動車運送事業

２．一般貸切旅客自動車運送事業

３．道路運送事業に関連する事業

４．前各号に附帯又は関連する一切の事業

県OB

90,000

90,000

R4 民間区分 R2 兼務県職員R3 他自治体

交通局 財務

0.00

0.00

主な出資者

資本金・
基本金等の額

(千円)

その他

２．組織・人員の状況（３月３１日現在）

派遣県職員

0

ﾌﾟﾛﾊﾟｰ

　プロパー平均給料月額(千円)

20代以下

R2

1

3

1

うち県OB

5

165

合　計

84

5 5 0

役員
（名） 4 4 1

長崎県

その他

総　額

1

非常勤 4

ホームページURL

常勤 1

県所管課

出資額(千円) 比率(％)

100.00

100.00

0.00

0.00

0.00

854-0063

１．団体の概要

団体名 長崎県央バス（株）

地域生活交通を確保しつつ、長崎県交通局におけるコスト削
減を図るため、県央地区バス路線の運行を県交通局から受
託することを目的として、１００％県出資により設立し、平成21
年４月１日から事業を開始した。

設立目的、経緯及び根拠法

℡

Fax

設立年月日 平成20年10月30日

所在地等

0957-26-6253

E-Mail

諫早市貝津町1492番地1

0957-26-6836

R3 R4職員
（名）

158 151 146

上記役員以外の顧問等
監査役

取締役

50代

県派遣又は兼務職員

22 7

R3

40

その他他自治体
派遣

県職員
兼務

県職員

189

30代

189

60代以上

181

20

196

*

出資団体の概要（出資団体経営評価・診断表 様式①）

県の役職 団体での役職

12 13

R2
正規雇用

区分

県からの常勤又は非常勤役員

1人当たり人件費(年度推移)

1 0

平均年齢

*

53
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 組 織 図

代表取締役社長　　1名 諫早営業所（県交通局受託事業含む）

取　　締　　役　　　　3名 職　　員　　９７　名

監　　査　　役　　　　1名

大村営業所（県交通局受託事業）

職　　員　　４９　名

〈当年度受入額〉 〈当年度末残高〉

貸付金

損失補償・債務保証額

１　政策目標

〇

1

2

3

県央地区定期バス路線、都市間輸送バス等の受託運行

説明

地域生活交通を確保しつつ、長崎県交通局におけるコス
ト削減を図るため、県央地区バス路線の運行を県交通局
から受託することを目的として設立したもの。

その他

３　事業実施状況

県が直接実施するよりも効果的・効率的に事業実施可能

当期純損失：
12,087千円

引き続き、県央地区受託路線の安定的
な運行に努める。

事業の評価、今後の方向性

637,966
安定的な運行の
実施

事業費(千円)主な実績事業概要

93,323

県交通局からの受託
・乗合バス　135系統
・貸切バス　5両

長崎地区の定期バス路線、都市間輸送バス、高速バス
等の運行

法人に委ねる理由

団体の役割

自社独自運送事
業

受託運送事業

県が直接実施することが困難

事業名

出資金

委託料

３．県財政負担の状況（千円）

補助金

２．組織・人員の状況（３月３１日現在）（続き）

4,640

負担金

637,966

■

４．県の政策との関連性

２　県との役割分担

県の役割

・乗合バス　8系統、11両
・貸切バス　5両

新型コロナの影響から純損失を計上。
今後も安定的な経営に努める。

損失補償・債務保証残高

貸付金残高
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【共通】

５．中期経営計画等の進捗状況・事業目標の達成状況 ◎　達成　　○　一部達成　　×　未達成　　－　未実施

№

〇

①

②

③

④

[２点]中期経営計画（計画期間３年以上）を策定している -

（計画達成状況の判定）

判定項目 評価基準 点数

5

受託運送事業
（乗合バス系統数）

（計画）

△ 15,365

（翌年度に向けての改善事項等）

中期経営計画の策定

[１点]効果を概ね実現している　 [２点]十分実現している 2

合計 4

事業目標の達成 [１点]事業目標を１項目達成 　　 [２点]２項目以上達成 2

県が期待する効果の実現

中期経営計画の目標達成 [１点]目標を１項目達成　　　　　　[２点]２項目以上達成 -

評価結果 評価理由

十分実現している 　自社独自運送事業にかかる税引前当期純利益について、R４年度も
前年度に引き続きコロナ禍の影響が大きく計画を達成できなかった。
　受託運送事業については、受託路線の安定運行が着実に実施され
ており、交通局におけるコスト削減を実現している。

概ね実現しているが未実現の部分がある

実現できていない

5
5

R4 備考R2 R3

5 5
（県が期待する効果の実現）

△ 20,979 △ 12,087

135 135 131
135 131

②
135

事
業
目
標

③
6

（実績）

自社独自運送事業
（税引前当期純利益）

（計画）
①

1,610 340 6,067

最終年度(R　　)

No. 項目名 R4実績 達成状況
目

標

値

④

②

③ （目標値設定の根拠・考え方）

（翌年度に向けての改善事項等）

No. 項目名 R4実績

（翌年度に向けての改善事項等）

（目標値設定の根拠・考え方）

達成状況
目

標

値

最終年度(R　　)

最終年度
達成状況

実績 (R　)
計画上の目標値

最終年度
(R　)

（目標値設定の根拠・考え方）

（目標値設定の根拠・考え方）

項目名

中
期
計
画

No.

No. 項目名 R4 計画上の目標値

（翌年度に向けての改善事項等）

達成状況実績

①

R4

受託運送事業
（貸切バス車両数）

（計画）

（実績）

項目名

（実績）
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【公益法人会計基準適用法人以外用】 直近の決算日： 令和 年 月 日

①

②

③
④
⑤
⑥

72.27

101.86

-

-12,088

営業外費用

営業外収益(I)

56.94137.35

113.56

※判定項目ごとに評価基準に基づき採点

各財務数値の増減理由及び各種引当金の設定状況等

対前々年度比対前年度比

88.76
　　うち県財政負担額(J)

117.53

6,212               

100.00
62.77

360                 

29.48

-

246.22

104.29

15,277             

-22,662

85.38
101.38674,476           

54,673

5,514               

713,760           
613,270           
706,375           

-
71.49

125,746            

-11,755           -12,087           
売上高 経常損益 当期純損益 準備金計上前当期純損益

６．財務の状況

点数
R3R2

数値・比率

受託運送事業

0.0

-2.0 80.97 62.24

0.055.56 73.31

流動比率(A／C) -1.0 240.30 219.50 91.34 213.05 97.06 88.66

R4
数値・比率 数値・比率対前年度比

72.87-1.60 64.16

-1.65 

自社独自運送事業

-2,979             

136.54
-

特別損益

-20,979

42,586 77.89

90,000             
-35,327           246.22
90,000             100.00
151,250

93,323             

100.00

0.00

0.00
66.54-11,755

57.62

4,640               

-11,755

-

-47,414            
134.21
134.21

0.00

155,511 102.82

333                 

-                     
883.81

76.20

16,783             

637,966            
732,503            

101.94

103.70

732,989            
687,534            

-17,269

102.69

109.86

-
105.75

-
70,189             

-団体債務保証額
-

-
県債務保証又は損失補償額

143,361
90,000             

-
-

100.00

100.52106.47 85,322             
-

　　うち県財政負担額(F) 103.49
103.49

66,370             

105.50

-

【損益計算書】

104.03

-

0.00

-

63,637             

75,652

営業損益

79,724             流動負債(C)

　　　うち県借入額
　　うち短期借入金

17,893             

その他
　　　 利益剰余金

　　　うち県借入額
　　うち退職給付引当金

株主資本

純資産又は資本合計(D)

682,541           

-36,102

592,580           
売上原価
　　うち人件費(G)

21,070             
8,763               

売上高(E)

　　うち人件費(H) 360                 

700,750           
665,313           

繰延資産

　　うち長期借入金
63,637             固定負債

販売費及び一般管理費

-14,348           
-14,348           

負債合計

84,880             

191,579           

資産合計(B)

R3

-

205,923

27,434             

R2
対前年度比

77,541             

【貸借対照表】

　　うちたな卸資産
固定資産

金額

　　うち金銭債権額
-

19,613             

項　　　　　　　　　　目

94.0

-

流動資産(A)
-

金額

97.25

R4
金額 対前年度比対前年度比

186,310           

219,013 96.2

97.57
0.00

181,775            

83.22
-

198,097

16,322             

（単位：千円、％）６．財務の状況

525                 

当期純損益率(L／E)

経常損益率(K／E) -2.20 -2.50 

-2.25 -2.97 131.93

「財務の状況」判定項目

【事業（セグメント）別】
（会計方針の変更による影響額）

準備金等計上前当期純損益

経常損益(K) -15,032

333                 法人税等 333                 
-20,646-15,032

-15,365

1,217               
-17,667

当期純損益(L)

純資産又は資本合計比率(D／B) 34.54 26.55 76.86 21.50

637,966           

-

-3.0 
93.86 98.25 96.24

合計

-35,327           -47,414            

県財政負担率((F+J)／(E+I)) 0.085.47 86.14 100.78 87.07 101.09 101.88
人件費比率((G+H)／E) 0.097.53 95.54 97.96

5.99

税引前当期純損益
100.00
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【共通】

７．経営内容及び事業活動についての総合判定

（団体の自己評価）

５点以上：Ａ －４点以上５点未満：Ｂ －４点未満：Ｃ

概ね良好 改善の余地あり 一層の努力が必要

（県の評価）

※評価の内容、県評価での加点・減点、総合判定の理由

（加点・減点を行う場合は、点数及び理由を具体的に記載ください。）合計点数 1.5

・令和４年度決算においては、新型コロナの影響もあり純損失を計上している。（△0.5）
・設立以来、県交通局のコスト削減に寄与している。（+1）

総合判定 Ｂ

（今後の県の関与の方針）

　今後も引き続き、県交通局のグループ企業として、「地域生活交通の確保」及び「経営基盤の強化」を図るため、
一体となった取組を行っていく。

※事業活動・経営内容の評価・今後の課題及び改善事項等

総合判定 Ｂ「計画達成状況」「財務状況」の合計点数 1.0
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